
川崎市児童手当事務取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 児童手当法（昭和４６年法律第７３号。以下「法」という。）

の施行については、法、児童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１

号。以下「政令」という。）及び児童手当法施行規則（昭和４６年厚

生省令第３３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

 （父母指定者の届出） 

第２条 規則第１条の３に規定する児童手当父母指定者指定届は、第１

号様式による。 

（認定の請求等） 

第３条 規則第１条の４第１項に規定する児童手当認定請求書は、第２

号様式による。 

２  前項に規定する請求書の提出があった場合において、認定したとき

は第３号様式により、却下したときは第４号様式によりその旨を当該

請求者に通知するものとする。 

３  規則第１条の４第２項第３号に規定する別居監護申立書は、第５号

様式による。 

４  規則第１条の４第３項に規定する児童手当認定請求書（施設等受給

資格者用）は、第６号様式による。 

５  前項に規定する請求書の提出があった場合において、認定したとき

は第７号様式により、却下したときは第８号様式によりその旨を当該

請求者に通知するものとする。 

（額改定の請求等） 



第４条 規則第２条第１項に規定する児童手当額改定認定請求書・額改

定届は、第９号様式による。 

２  前項に規定する請求書・届の提出があった場合において、改定する

ことに決定したときは第１０号様式により、改定しないことに決定し

たときは、第１１号様式により、その旨を当該請求者に通知するもの

とする。 

３  規則第２条第３項に規定する児童手当額改定認定請求書・額改定届

（施設等受給者用）は、第１２号様式による。 

４  前項に規定する請求書・届の提出があった場合において、改定する

ことに決定したときは第１３号様式により、改定しないことに決定し

たときは、第１４号様式により、その旨を当該請求者に通知するもの

とする。 

（受給事由消滅届等） 

第５条 規則第７条第１項に規定する児童手当受給事由消滅届は、第１

５号様式による。 

２  前項に規定する消滅届の提出があった場合において、消滅すること

に決定したときは、第１６号様式により、その旨を該当請求者に通知

するものとする。 

３  規則第７条第２項に規定する児童手当受給事由消滅届（施設等受給

者用）は、第１７号様式による。 

４  前項に規定する消滅届の提出があった場合において、消滅すること

に決定したときは、第１８号様式により、その旨を該当請求者に通知

するものとする。 

（現況届等） 

第６条 規則第４条第１項に規定する児童手当現況届は、第１９号様式



による。 

２  規則第４条第４項に規定する児童手当現況届（施設等受給者用）は

、第２０号様式による。 

（氏名等の変更） 

第７条 規則第５条第１項に規定する児童手当氏名住所等変更届は、第

２１号様式による。 

２  規則第５条第３項に規定する児童手当氏名住所等変更届（施設等受

給者用）は、第２２号様式による。 

 （未支払の請求） 

第８条 規則第９条第１項に規定する未支払児童手当請求書は、第２３

号様式による。 

２  前項に規定する請求書の提出があった場合において、支給又は却下

することに決定したときは第２４号様式により、その旨を当該請求者

に通知するものとする。 

３  規則第９条第２項に規定する未支払児童手当請求書（施設等受給者

用）は、第２５号様式による。 

４  前項に規定する請求書の提出があった場合において、これを支給又

は却下することに決定したときは第２６号様式により、その旨を当該

請求者に通知するものとする。 

（支払の一時差止） 

第９条 法第１１条の規定に基づき、児童手当の支払を一時差止めする

ことに決定したときは、第２７号様式により、その旨を当該請求者へ

通知するものとする。 

２  請求者が法第７条第２項に規定する施設等受給資格者又は施設等受

給資格者であった者である場合は、第２８号様式により、その旨を当



該請求者に通知するものとする。 

（職権による額改定・受給事由消滅） 

第 1 0 条  現有公簿等により職権で児童手当の額を改定、受給事由を消

滅することに決定したときは、第１０号様式又は第１６号様式により

、その旨を当該受給者に通知するものとする。 

２  請求者が施設等受給資格者又は施設等受給資格者であった者である

場合は、第１４号様式又は第１８号様式により、その旨を当該受給者

に通知するものとする。 

（支払の手続） 

第 1 1 条  手当の支払は原則として銀行口座振替方式とし、支払日は、

法第８条第４項に規定する支払期月の１４日とする。 

２  法第８条第４項ただし書に規定する児童手当の支払月は、２月、４

月、６月、８月、１０月又は１２月とし、当該支払期月の１４日とす

る。 

３  第１項の規定にかかわらず、銀行口座を利用できない等やむをえな

い理由がある場合における児童手当の支払は、川崎市金銭会計規則（

昭和３９年川崎市規則第３１号）第１０４条第２項に基づき、債権者

の申出により、指定金融機関での現金払とする。 

４  第３項の規定による支払いが困難な場合には当該受給者に現金を交

付することができる。 

５  第１項及び第２項に規定する支払日が国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日、日曜日又は土曜日（以下

「休日等」という。）に当たるときは、当該日前に最も近い休日等で

ない日を支払日とする。 

６  金融機関を変更する場合の申出書は、第３２号様式による。 



（身分を示す証票） 

第 1 2 条  規則第１３条に規定する児童手当担当職員が携帯すべき身分

を示す証票は、第３３号様式による。 

（個人番号の変更等） 

第 1 3条  個人番号の変更等に係る申出書は、第３４号様式による。 

 （寄附の申出） 

第 1 4条  規則第１２条の９第１項に規定する児童手当寄附の申出は、様

式第３５号を市長に提出する方法によるものとする。 

２  前項の寄附の申出は、支払期月毎の前月１０日までとする 

（寄附の変更・撤回） 

第 1 5条  前条の規定による申出をした寄附については、寄付に係る事務

処理が完了するまでは、様式第３６号により、申出の内容に関する変

更及び撤回をすることができる。 

（寄附の受納に係る手続き） 

第 1 6 条  第１４条及び前条に規定する寄付の申出及び、寄付の変更・

撤回に係る申請以外の事務処理については、川崎市ふるさと納税に関

する事務取扱要綱（平成２０年１２月５日２０川財庶第４０９号）及

びこども未来局寄附受納に関する事務取扱要綱（平成２８年４月１日

２８川こ庶第１０１号）に準じるものとする。 

２  第１４条に規定する寄附の申出における寄附金の使途は、前項の規

定にかかわらず、「総合的なこども支援の推進」に限るものとする。 

（委任） 

第 1 7 条  この要綱の実施に関し必要な事項は、こども未来局長が定め

る。 

   附  則  （平成６年４月１日 ５川民児第７０４号） 



（施行期日） 

 １  この要綱は平成６年４月１日から実施する。 

 （児童手当事務処理要領の廃止） 

２  従前の児童手当事務処理要領は廃止する。 

   附  則  （平成９年４月１日 ９川健児第１０８号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成９年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１１年３月１７日 １０川健児第９０４号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１１年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１４年３月１５日 １３川健児第９７１号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１４年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１８年４月１日 １８川健こ家第２１０５号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１８年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１９年４月１日 １９川健こ家第４７３号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１９年４月１日から施行する。 

附  則 （平成２０年３月２６日 １９川健こ家第１９０２号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

１  改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについ

ては、当分の間、必要な箇所を訂正した上で、引き続きこれを使用す



ることができる。 

（施行期日） 

１  この改正要綱は平成２８年１月１日から施行する。 

（施行期日） 

１  この改正要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

  附  則  

この要綱は平成２９年４月１日から施行する。 

附  則  

この要綱は平成２９年７月１８日から施行する。 

附  則  

この要綱は平成３０年６月１日から施行する。 

附  則  

（施行期日） 

１  この要綱は平成３１年２月１日から施行する。 

（施行期日） 

１  この要綱は令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  改正前の要綱の規定により調製した帳票で、現に残存するものにつ

いては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用する

ことができる。  

（施行期日） 

１  この要綱は令和５年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  改正前の要綱の規定により調製した帳票で、現に残存するものにつ

いては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用す



ることができる。 

（施行期日） 

１  この要綱は令和６年１２月１１日から施行し、令和６年１０月１日

から適用する。 

（経過措置） 

２  改正前の要綱の規定により調製した帳票で、現に残存するものにつ

いては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用す

ることができる。 



第１号様式

電話　　　（　　　　　）

電話　　　（　　　　　）

電話　　　（　　　　　）

◎　裏面の注意をよく読んでから記入してください。　
◎　※印の欄は、記入しないでください。
◎　字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。

  　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　

住 所

父 母 指 定 者 の 氏 名

児 童 の 氏 名

　児童手当法第４条第１項第２号に定める父母指定者として、上記の者が指定され
たことを証明します。

　　児童の生計を維持している私、　　　　　　　　　　　は、

　　　　上記１に記載されている者を父母指定者として指定いたします。

（切り取らずに市町村へご提出ください。）

児童手当　父母指定者指定届受領証

生年月日
児童
との
続柄

・　　　・

・ ・

配

偶

者

上

記

の

者

の

配 偶
者 の
有 無

有・無

（ふりがな）

住所

・ ・

・　　　・

住所

生年月日

帰 国 見 込
年 月 日

帰 国 見 込
年 月 日

児童
との
続柄

同　・　別

氏名

３．日本国内に住所を有しない父母等が記入してください。
父

母

等

維

持

し

て

い

る

児

童

の

生

計

を

（ふりがな）
氏名

同　・　別

同　・　別・　・

２．　日本国内に住所を有しない父母等と別居している児童について、父母指定者として指定を受ける方が
　　記入してください。

児

童

氏 名
父母指定者
と の 関 係

生 年 月 日 住 所
父母指定者と別
居している理由

・ ・

１．日本国内に住所を有しない父母等によって父母指定者として指定を受ける方が記入してください。

父

母

指

定

者

（ふりがな）

住所
〒　　　-

・　　　・

氏　名

生年月日

（表面）

児童手当　父母指定者指定届
提 出 年 月 日 ※受付確認年月日

（宛先）川崎市長

・　・

・ ・

・　・

父母指定者との
同居・別居の別



（裏面）

 注意 

  

1.  この届は、日本国内に住所を有しない父母等によって当該父母等が生計を維持している児童の児童

手当を受給する者として指定された方（以下「父母指定者」といいます。）が、児童の住所地の市町村

に提出するものです。 

2.  父母指定者は表面の１及び２の各欄について記入してください。 

3.  表面の２の「父母指定者と別居している理由」の欄は、児童が父母指定者と別居している場合に、

その理由を記入してください。（例：児童が学校の寮に居住しているため同居できない） 

4.  表面の３の各欄については、父母指定者を指定した父母等が記入してください。 

5.  「帰国見込年月日」欄は、国外に居住している児童の生計を維持している父母等又はその配偶者が

日本国内に帰国する予定の年月日をそれぞれ記入してください。 

6.  表面の３の下の下線部分は、父母指定者を指定した方が署名してください。これにより、父母指定

者を指定することとなります。 

 

 ・ この届は、父母指定者に指定された方が児童の住所地の市町村へ提出してください。 

・ 父母指定者が児童とは別の市町村に住所を有する場合は、父母指定者の住所地の市町村に対して児

童手当等の認定請求をする際に、児童の住所地の市町村から発行される「児童手当 父母指定者指

定届受領証」を添付してください。 



     児童手当 第２号様式







認定

　年　月　日付けで請求のありました児童手当については、次の理由で
請求を却下しましたので通知します。

第４号様式



第５号様式

（宛先）川崎市長

川崎市

   　　年　　月　　日

１　別居している児童について
ふりがな

児童の氏名

別居先住所

２　別居している児童の属する世帯について
ふりがな

世帯主の氏名

３　別居の理由について

（１）仕事の都合上、単身赴任をしているため

（２）児童の進学、通学のため

４　別居期間

　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日までを予定

５　監護、生計同一又は生計維持の状況（面会、仕送り等について）

・監護とは、児童の生活について通常必要とされる監督、保護を行うことをいいます。

・父母等が離婚・離婚協議中などにより児童と別居している場合は、児童と同居している父母等に優先して手当を支給します。

・別居の理由が消滅しても同居することがない場合、生計同一による別居監護は認められません。

・児童が川崎市外に住所を有する場合は、その児童の住民票の写し又は住民票記載事項証明書であって、その児童が世帯主である場合に

　はその旨、その児童が世帯主でない場合には世帯主との続柄が記載されたものを添付してください。

　（マイナンバーを利用した情報提供ネットワークシステムにより、本市が公簿等の当該書類の内容の事実を確認できるときは当該書類

　　の添付を省略することができます。）

別 居 監 護 申 立 書

個人番号 続柄

（受給者住所）

（受給者氏名）

（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（生年月日）

記

児童からみた
世帯主の続柄

　　年　　月　　日

　　　              　　　　　　　　

※申立人が当該児童の個人番号を記載した別居監護申立書を既に提出しており、その状態が継続している者の場合には、個
人番号欄の記載は不要。

　私は、別居している児童を監護し、かつ生計を同じくしている又は生計を維持していることについて、下記
のとおり申し立てます。申し立ての内容に変更があった場合は速やかに届出を行います。また、申し立ての内
容が事実と異なっていた場合は、児童手当の認定の取消し及び支給済みの手当の返還等に応じます。

　　年　　月　　日

生年月日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日











　　　児童手当　

第９号様式









第１２号様式

〒 － 〒 －

（　　） （　　）

円

円

円

◎　裏面の注意をよく読んでから記入してください。
◎　※印の欄は、記入しないでください。
◎　字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。
◎　記名押印に代えて、署名することができます。

（日本工業規格Ａ列４番）

（表面）

児童手当 
額改定認定請求書
額 　改 　定 　届

（施設等受給者用）
提 出 年 月 日 ※受付確認年月日

・

受

給

者

（ふりがな）

職業

殿 平成 ・ ・ 平成 ・

設置者等の
氏名

（法人名等）
 

施設等の
名称

施設等
の種類

設置者等の住
所地（法人の
主たる事務所
の所在地）

電話 電話

増 額 又 は 減 額 の 別 増　額　　・　　減　額

増 額 又 は 減 額 の 原 因 と な る 施 設 入 所 等 児 童

氏       名 生　年　月　日 備　　考

施 設 等 所
在 地 又 は
里 親 住 所

地

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

  平成　  ・
3歳未満分

増　額　し　た　理　由
ア．委託又は入所若しくは入院

イ．その他（　　　　　　　　　　　　　　）

減額した理由
ア．死亡した
イ．委託解除された又は退所若しくは退院をした
ウ．その他　（　　　　　　　　　　　　　）

事 由 の 発 生 し た 年 月 日 平成　　　　　・　　　　　　・

3歳以上分
計

備
　
考

※認定
・改定
・却下

※認定・改定・
却下年月日

※認定・改定
年月

※手当月額

平成　・　・

・　　・
ア．被用者
イ．公務員
ウ．被用者等でない者

生年月日

明治

大正

昭和

平成

◎  字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。











　　　　児童手当　

第１５号様式



（裏面）

注意 
 

１  受給者が他の市町村（特別区を含みます。）に住所を変更したことにより児童手当の受給事由

が消滅した場合で、その住所の変更について、転出届に児童手当の受給者であることを書いて

提出した場合には、この届は提出する必要はありません。 
 

２  里親等への委託又は児童福祉施設等への入所が２月以内の期間を定めて行われたものである

等一定の要件に該当する場合は該当せず、この届を提出する必要はありません。 
 

























第２３号様式

電話　　　（　　　　　）

〒 －

〒 －

〒 －

〒 －

〒　　　　　　-
川崎市

◎　裏面の注意をよく読んでから記入してください。
◎　※印の欄は、記入しないでください。
◎　字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。
◎　記名押印に代えて、署名することができます。

（表面）

未支払　児童手当・特例給付　請求書 提 出 年 月 日 ※受付確認年月日

（宛先）川崎市長 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

昭
・
平

氏  名
（法人名等）

年　　　　　月　　　　　日

（

死

亡

者
）

住  所
（法人の主たる
事務所の所在

地）

〒　　　　-

川崎市

死亡した
年 月 日

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

養

育

し

て

い

た

児

童

(ふりがな)
住　　　所

氏　　名

受
給
資
格
が
あ
っ

た
者

（ふりがな）

生 年 月日

内
　
容

請
求
の

請 求 期 間
平成　　　　年　　　月分から

平成　　　　年　　　月分まで
請 求 金 額

　　　　　　　　　円
(　　　　　　　　箇月分)

支 払 希 望
金 融 機 関

（◆請求者名義
の

口座に限る）

金融機関名

銀行
金庫
農協

口座
番号

普通
・

貯蓄
本(支)店名

本店
支店
支所

店番号

口座名義(カタカナ)

備考

請

求

者

（ふりがな）

氏 名
（ 法 人 名 等 ）  

住　　所
（法人の主たる事
務所の所在地）

※支給決定年月日 平成　　　年　　　月　　　日 ※請求却下年月日 平成　　　年　　　月　　　日　

◎  字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。

　　　未支払　児童手当　



（裏面）

注意  
                                                                              

１  「養育していた児童」の欄は、児童手当の受給資格があった者（死亡者）が養育（監護し、か

つ、生計を同じくするか又は生計を維持することをいいます。）をしていた児童（18 歳に達する

日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある者をいいます。）の全てについて記入してください。 
２  「請求の内容」の「請求期間」欄及び「請求金額」欄は、「１」の児童手当等の受給資格があ

った者（死亡者）に支払われるべき児童手当で、まだその者が支払を受けていなかったものにつ

いて、その期間及び金額をそれぞれ記入してください。 













 

第３２号様式



 

この枠内に 

通帳（またはキャッシュカード）のコピー等を貼付してください 

 

写しの提出にあたっては… 

 

① 金融機関 または 金融機関コード 

② 支店番号 または 支店名 

③ 口座番号 

④ 口座名義人氏名 

       

①から④すべてが記載されているもの 



第 33 号様式 

 
児童手当 受給資格調査員証 

                        第  号 
       職  名  
       氏  名   
       生年月日     年   月   日 
 
       児童手当法第 27 条（同法附則第２条第３項において準用する場合を

含む。）に定める当該職員であることを証する。 
 
       令和 年 月 日交付 

  

川崎市長  
 

 

児童手当法（抄） 
（支給の制限） 
第１０条 児童手当は、受給資格者が、正当な理由がなくて、第２７条第１項の規定による命令に従わず、又
は同項の規定による当該職員の質問に応じなかったときは、その額の全部又は一部を支給しないことができ
る。 

 （届出） 
第２６条 （略） 
３ 児童手当の支給を受けている者は、内閣府令で定めるところにより、前２項の規定により届出をする場
合を除くほか、市町村長（第１７条第１項の規定によって読み替えられる第７条の認定をする者を含む。以
下同じ。）に対し、内閣府令で定める事項を届け出、かつ、内閣府令で定める書類を提出しなければならな
い。 

 （調査） 
第２７条 市町村長は、必要があると認めるときは、受給資格者に対して、受給資格の有無、児童手当の額及
び被用者又は被用者等でない者の区分に係る事項に関する書類を提出すべきことを命じ、又は当該職員をし
てこれらの事項に関し受給資格者その他の関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定によって質問を行なう当該職員は、その身分を示す証票を携帯し、かつ、関係者の請求があ
るときは、これを提示しなければならない。 

 
注意 
1 この調査員証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 
2 この調査員証は、交付の日から１年間有効とする。 
3 この調査員証は、有効期間が経過し、又は不要となったときは、速やかに、返還しなければならない。 

 
 

写 真 

（表面） 

（裏面） 



 
 
 

 

第３３号様式 ３４



 

第３５号様式

の額のうち、以下の額につき、当該児童手当の支払期限をもって

寄付する旨を申し出ます。

児童手当

児童手当

児童手当



 

第３６号様式

児童手当

児童手当


